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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第26期

第１四半期連結
累計期間

第27期
第１四半期連結
累計期間

第26期

会計期間

自2020年
１月１日
至2020年
３月31日

自2021年
１月１日
至2021年
３月31日

自2020年
１月１日
至2020年
12月31日

売上高 （千円） 5,138,867 6,427,579 19,564,774

経常利益 （千円） 28,038 262,629 501,911

親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益 （千円） 12,813 208,847 328,336

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △22,357 235,203 333,880

純資産額 （千円） 6,105,511 6,621,346 6,461,749

総資産額 （千円） 12,881,682 14,872,694 13,374,441

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 0.93 15.08 23.72

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 44.6 41.8 45.3

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

なお、新型コロナウイルス感染症の拡大は、今後の経過によっては、当社グループの事業活動及び収益確保に影響を

及ぼす可能性があります。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

（１）連結経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国を含む世界経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により依然とし

て極めて厳しい状況でしたが、持ち直しの動きもみられました。今後、感染拡大の防止策を講じるなかで、各種政策

の効果や海外経済の改善もあって、持ち直しの動きが続くことが期待されますが、感染拡大は収束しておらず、先行

きは不透明な状況です。

また、中古車業界におきましては、2021年１月から2021年３月までの国内中古車登録台数は1,042,035台（前年同

期比2.5%増）と前年を上回る結果となりました。(出典：一般社団法人日本自動車販売協会連合会統計データ）中古

車輸出業界におきましては、2021年１月から2021年３月までの中古車輸出台数は225,230台（前年同期比6.7％減）と

前年を下回る結果となりました。(出典：財務省貿易統計データ）

　このような状況の中、当社グループは、従来と同様、自動車市場の拡大が見込まれる東南アジア諸国等を中心に、

多国間の貿易ルートを確保、高付加価値化を図ることにより自動車市場の流通の活性化と収益拡大に努めてまいりま

した。

　また、当第１四半期連結累計期間において東南アジア各国にて、モーターショー等のイベントや税制特別政策及び

景気刺激政策により消費喚起が行われたため、自動車市場の需要が高まり、当初予定していた売上高及び営業利益が

著しく増加しました。

　上記の結果、当第１四半期連結累計期間の連結業績は、売上高は6,427百万円（前年同期比25.1％増）、営業利益

は195百万円、前年同期は５百万円の利益、経常利益は262百万円、前年同期は28百万円の利益、親会社株主に帰属す

る四半期純利益は208百万円、前年同期は12百万円の利益となりました。

 

（２）連結財政状態の状況

　当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末（2020年12月末）と比較して1,498百万円増加

して14,872百万円となりました。

　これは、現金及び預金が238百万円増加、売掛金が799百万円増加、前渡金が182百万円増加したこと等によるもの

であります。

　負債は、前連結会計年度末と比較して1,338百万円増加して8,251百万円となりました。これは、短期借入金が700

百万円増加、1年内返済予定の長期借入金が58百万円増加、長期借入金が271百万円増加したこと等によるものであり

ます。

　純資産は、前連結会計年度末と比較して159百万円増加して6,621百万円となり、自己資本比率は41.8％となりまし

た。

 

（３）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

（６）販売の実績

　当第１四半期連結累計会計における販売実績は、前第１四半期連結累計期間と比較して販売実績が著しく増加いた

しました。詳細につきましては「（１）連結経営成績の状況」をご参照下さい。

 

３【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 21,600,000

計 21,600,000

 

②【発行済株式】

種類

第１四半期会計期間末現在
発行数（株）

（2021年３月31日）

提出日現在発行数（株）

（2021年５月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,851,400 13,851,400
東京証券取引所

（市場第二部）
単元株式数100株

計 13,851,400 13,851,400 ― ―

（注）「提出日現在発行数」欄には、2021年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総数
残高
 （株）

資本金増減額

（千円）

資本金残高
 （千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金残高
（千円）

2021年１月１日～

2021年３月31日
10,000 13,851,400 1,402 4,323,845 1,402 367,879

（注）新株予約権の行使による増加であります。

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2020年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

    2021年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,838,300 138,383 －

単元未満株式 普通株式 3,100 － 単元(100株)未満の株式

発行済株式総数  13,841,400 － －

総株主の議決権  － 138,383 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が100株（議決権数1個）含まれておりま

す。

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2021年１月１日から2021

年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2021年１月１日から2021年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、アスカ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2020年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,383,051 2,621,339

売掛金 5,621,598 6,420,822

商品及び製品 3,059,443 2,883,735

原材料及び貯蔵品 980 936

前渡金 20,100 202,170

その他 677,751 699,367

貸倒引当金 △324,377 △323,929

流動資産合計 11,438,547 12,504,442

固定資産   

有形固定資産 1,015,895 994,225

無形固定資産   

ソフトウエア 43,322 39,598

無形固定資産合計 43,322 39,598

投資その他の資産   

投資有価証券 535,876 616,338

長期貸付金 142,268 521,136

長期営業債権 540,927 548,378

長期滞留債権 459,086 464,386

繰延税金資産 79,571 81,105

その他 76,187 80,299

貸倒引当金 △957,240 △977,217

投資その他の資産合計 876,676 1,334,428

固定資産合計 1,935,894 2,368,252

資産合計 13,374,441 14,872,694

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 124,524 272,987

短期借入金 3,410,000 4,110,000

1年内返済予定の長期借入金 ※ 793,990 ※ 852,618

未払金 89,686 87,981

預り金 175,175 360,243

未払法人税等 90,470 49,390

関係会社事業損失引当金 16,652 17,326

その他 214,018 216,156

流動負債合計 4,914,516 5,966,704

固定負債   

長期借入金 ※ 1,715,936 ※ 1,987,874

役員退職慰労引当金 21,229 22,191

退職給付に係る負債 4,598 5,013

資産除去債務 52,000 52,003

その他 204,412 217,560

固定負債合計 1,998,176 2,284,643

負債合計 6,912,692 8,251,348
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2020年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年３月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,322,443 4,323,845

資本剰余金 366,477 367,879

利益剰余金 1,352,970 1,492,611

株主資本合計 6,041,891 6,184,336

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 18,821 38,024

その他の包括利益累計額合計 18,821 38,024

新株予約権 600 576

非支配株主持分 400,435 398,409

純資産合計 6,461,749 6,621,346

負債純資産合計 13,374,441 14,872,694
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2020年１月１日
　至　2020年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2021年１月１日
　至　2021年３月31日)

売上高 5,138,867 6,427,579

売上原価 4,690,515 5,797,285

売上総利益 448,351 630,293

販売費及び一般管理費 442,356 434,548

営業利益 5,994 195,744

営業外収益   

受取利息 170 154

持分法による投資利益 44,601 62,102

その他 6,388 18,042

営業外収益合計 51,160 80,300

営業外費用   

支払利息 7,534 10,200

為替差損 15,481 -

その他 6,101 3,214

営業外費用合計 29,117 13,414

経常利益 28,038 262,629

特別利益 － －

特別損失   

固定資産除却損 53 －

関係会社事業損失引当金繰入額 1,751 －

関係会社株式評価損 － 2,072

その他 6 －

特別損失合計 1,810 2,072

税金等調整前四半期純利益 26,227 260,557

法人税等 11,905 45,090

法人税等調整額 － △534

四半期純利益 14,321 216,001

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,507 7,153

親会社株主に帰属する四半期純利益 12,813 208,847
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2020年１月１日
　至　2020年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2021年１月１日
　至　2021年３月31日)

四半期純利益 14,321 216,001

その他の包括利益   

持分法適用会社に対する持分相当額 △36,678 19,202

その他の包括利益合計 △36,678 19,202

四半期包括利益 △22,357 235,203

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △23,864 228,050

非支配株主に係る四半期包括利益 1,507 7,153
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、見積

実効税率を使用できない場合には、法定実効税率を使用しております。

 

（追加情報）

　前連結会計年度の有価証券報告書の（追加情報）（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて）

に記載した新型コロナウイルス感染症拡大の影響に関する仮定について重要な変更はございません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　※財務制限条項

　　借入金のうち、476,648千円（１年内返済予定を含む）には、該当する融資契約上の債務について期限の利益を喪失

する財務制限条項が付いております。（契約ごとに条項は異なりますが、主なものは以下のとおりです。）

 最終返済日 借入残高 財務制限条項

(1) 2024年１月31日 283,316千円

①各年度の決算期における連結損益計算書で示される経常損益が2期連

続して損失にならないこと。

②各年度の決算期末日における連結貸借対照表上に示される純資産の部

の金額を直前の決算期末日における貸借対照表上の純資産の部の金額

の75％以上に維持すること。

③各年度の決算期の末日における単体の貸借対照表における棚卸資産回

転期間を2.5ヵ月以下に維持すること。

(2) 2026年１月31日 193,332千円

①各年度の決算期末日における連結貸借対照表条に示される純資産の部

の金額が、当該決算期の直前決算期の末日における連結貸借表におけ

る純資産の部の金額の75％以上を維持すること。

②各年度の決算期における連結損益計算書で示される経常損益が2期連

続して損失にならないこと。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれん償却額は、次のとおりで

あります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2020年１月１日
至　2020年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日
至　2021年３月31日）

減価償却費 25,374千円 19,650千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2020年１月１日　至　2020年３月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2020年３月27日

定時株主総会
普通株式 27,682 2 2019年12月31日 2020年３月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間末後とな

るもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2021年１月１日　至　2021年３月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2021年３月26日

定時株主総会
普通株式 69,207 5 2020年12月31日 2021年３月29日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間末後とな

るもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは、自動車販売関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2020年１月１日
至　2020年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日
至　2021年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 ０円93銭 15円08銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
12,813 208,847

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
12,813 208,847

普通株式の期中平均株式数（株） 13,841,400 13,847,511

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があった

ものの概要

－ －

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  2021年５月14日

アップルインターナショナル株式会社   

 

　取締役会　御中   

 

 アスカ監査法人  

 東京事務所  

 

 
指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 石渡　裕一朗　　㊞

 

 
指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 佐藤　浩司　　㊞

 

　監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアップルイン

ターナショナル株式会社の2021年１月１日から2021年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2021年１

月１日から2021年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2021年１月１日から2021年３月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アップルインターナショナル株式会社及び連結子会社の2021年３月31

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認
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められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四

半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と

して存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告
書提出会社）が別途保管しております。

 ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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